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1. 個人レベルの研究資金データを分析する
必要性

　今日、日本の“研究力”が低下しているという認識
は広く共有され、科学技術イノベーション政策上の大
きな問題となっている。研究力低下の要因について
は、人材、資金、環境などの面から様々な指摘や分析
がなされているが、特に「資金」は、研究の各段階や
諸要素と直接的に関係しており、また、人材や環境に
関する問題も「資金」に関連していることが多いた
め、日本の研究力の問題を検討する際の主要な分析対
象となっている。そのような分析では、統計上の研究
開発費、政府の科学技術予算、大学の運営費交付金な
どが基本的なデータとして用いられることが多い。こ
れらの研究資金のデータは、研究機関の活動のために
支出される資金を網羅的に表していることは確かで
ある。しかし、科学研究の動向を分析するためのデー
タとしては、以下のような限界がある。
1）. 組織レベルの研究資金を集計したマクロデータ

であるため、研究者個人というミクロレベルの研究
資金の統計的分布が分からない。また、少数の“恵

まれた”研究者への研究資金の集中が起きている場
合、研究資金のマクロ集計値や平均値には、そのよ
うな“恵まれた”研究者に配分された研究資金の状
況が強く反映されてしまい、人数的には多数派であ
る“恵まれない”研究者の置かれた状況が反映され
ていない可能性がある。

2）. 研究者自身の人件費や研究施設の建築費など、通
常、研究者個人が使途を決定できない資金の占める
割合が大きく、研究の現場の状況を分析するデータ
としては適していない面がある。例えば、研究者個
人レベルの研究資金が増加ないし減少したとして
も、はるかに大きな割合を占める人件費等の変動に
隠されてしまえば、実態の把握は困難である。

　このような認識に基づき、本稿では、研究者個人レ
ベルの研究資金データの試行的な分析について述べ
る注 1。この分析には２つの大きな狙いがある。一つ
は、研究資金のミクロデータの統計的分布を検討する
ことである。これにより、研究資金の平均金額を見る
だけでは分からない、研究者間の資金の“格差”や、
資金が豊富な研究者あるいは不足している研究者が

【 概　要 】
　日本の研究力を支える重要な基盤である大学の研究資金について、大学教員の個人レベルのデータを分析し
た。大学の教員に配分され個人で使途を決めることができる研究資金の総額の推計値は 3,652 億円であり、統
計上の研究開発費（3.1 兆円）の大部分は組織レベルで使用され、研究者個人に配分されるのは一部にすぎな
いことを示した。また、教員に配分された研究資金では外部資金が内部資金よりも大きな割合を占めており、
教員個人レベルの研究は競争的資金をはじめとする外部研究資金に強く依存していることを示した。この研究
資金の分布の分析から、教員の 2 割強が研究資金を全く配分されていなかったことや、60 万円を超える研究資
金を使用した教員は半数以下であることなどを明らかにする一方で、研究資金が 500 万円以上の教員が全教員
の 8.9%（1 万 5 千人）であるなど、高額の研究資金を得た教員の数的規模も示した。
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どの程度いるのか、といったことを明らかにすること
を意図している。もう一つは、研究者個人が使途を決
定できる研究資金（言い換えるなら研究者個人に“実
際に届いた”研究資金）がどの程度あるかを示すこと
である。これにより、これまで知られていた以上に日
本の大学では個人レベルで研究資金が不足している
研究者が多いという状況を具体的に示すことができ
るであろう。

2. データの概要
　日本において、研究者個人レベルの研究資金に関
するデータは限られている。文部科学省が約 5 年ご
とに実施している「大学等におけるフルタイム換算
データに関する調査」1）の調査データに、大学研究者
の個人レベルの研究資金に関するデータが含まれて
いるが、このことは余り認知されていない。この統計
調査（以下「FTE 調査」と呼ぶ）は、研究開発統計
で必要となる大学研究者の研究従事率の測定を主目
的とした調査であるが注 2、研究資金についても調査
している。本稿では、この調査の研究資金データを主
に用いて、大学教員の個人レベルでの研究資金の配
分状況について分析する。このデータは、「各教員が
使途を決定できる研究資金」の金額についての研究
者個人の回答に基づいており、個々の研究者に配分
される研究資金の実態を比較的よく表すデータであ
ると考えられる。また、日本の大学研究者全体を母集
団とするサンプル調査であるため、研究者個人レベ
ルのミクロデータでありながら、マクロ的な網羅性
を備えたデータでもある。
　なお、FTE 調査は直近では 2023 年度に実施され
ているが、研究資金の分析にはかなりの時間が必要と
考えられることや、その分析をより有効なものとする
ためには、それ以前の調査データの分析を深めてお
くことが有用である。そのため、本稿では前回調査
である 2018 年調査のデータの分析結果について述
べる。2018 年調査は、2017 年度の一年間を対象期
間としている。また、FTE 調査は、総務省統計局が
実施している「科学技術研究調査」で把握されている
大学等の「教員」、「大学院博士課程の在籍者」、「医局
員」、「その他の研究員」が調査対象（母集団）である

が、本稿では、これらの中で最も人数が多く、研究資
金の使用に関して強い影響力を有していると考えら
れる「教員」に対象を限定し、しかも集計対象を「大
学の学部」（大学院の研究科を含む）に所属する教員

（166,230 人）に絞っている注 3。これは、研究資金
の全般的規模や配分メカニズムが大きく異なる短期
大学や大学附置研究所、大学共同利用機関などを除く
ことで分析結果の解釈を明確にするためである。
　さらに本稿では、分析結果の比較対象として、総務
省統計局の「科学技術研究調査」の公表データ、及び
内閣府が公表している大学等の予算執行データを援
用する。

3. 大学教員の個人レベルの研究資金の分布
3.1　研究資金全体の分布
　大学教員に対する研究資金の配分の全体的な状況
を見るために、図表 1 に、各教員個人の研究資金額
について、金額階級別の相対度数分布を示した。
　図表 1 から読み取れるように、研究資金の分布は
左側（低額側）に強く偏っている。研究資金の中央
値は 60 万円であり、日本の大学教員の半数は研究資
金が 60 万円以下であることが分かる。一方、平均値
は 220 万円であるが、これはパーセンタイル 81.8%

（上位 18.2%）に位置しており、研究資金の分布の中
でかなり上位である。このような研究資金の分布の
データから、低額側の教員について、以下のようなこ
とが言える。

○研究資金が 0 円の教員は 21.7％（3 万 4 千人）
○教員の半数は研究資金が 60 万円以下
○研究資金が 100 万円以下の教員は 62.9％、200

万円以下の教員は 80.9％
　また、高額側の教員については、以下のようなこと
が言える。

○研究資金が 500 万円以上の教員は 8.9％（1 万 5
千人）、1,000 万円以上の教員は 4.3％（7 千人）

○研究資金の上位 10％の教員に研究資金総額の
64％が集中、上位 20％の教員に研究資金総額の
77％が集中

　次に、図表 2 に研究資金全体を内部研究資金と外
部研究資金に区分した内訳、さらには外部研究資金の

注 1	 本稿で提示する集計データの主なものは既に公表済み2〜4）であるが、本稿では、研究費の研究者個人への配分の分析に焦点を絞って
再構成し、解釈を深めるとともに新たな考察を加えた。

注 2	 OECD が策定した研究開発統計の国際的な基準では、研究開発人材の測定を物理的な人数（head counts）とフルタイム換算（Full-
time equivarent, 以下「FTE」）の両方で行うことが勧告されている。この FTE は、研究者の全職務時間のうち研究開発に費やした
時間が占める割合によって測定される。特に大学所属の研究者は、教育などの研究外業務にも従事することが多いため、その人数や
マンパワーを適切に計測するためには、FTE による測定が重要である。

注 3	 本稿で対象とした「大学の学部」所属の教員（166,230 人）は、大学等の教員全体（192,761 人）の 86% を占める5）。
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内数である競争的資金についての主要な記述統計量
を示した。これによると、いずれの研究資金について
も、中央値より平均値がはるかに高額であるが、内部
研究資金は中央値が 25 万円、平均値が 46 万円であ
り、両者の差異は比較的小さい。
　少数の教員に研究資金が集中する状況を示す指標
として、上位 20% の教員の研究資金割合を見ると、
研究資金全体では 77.2% となっている。このよう
な、一部の構成員に資源量や生産量などが集中する傾
向は、“富の 8 割は人口の 2 割によって所有される”
という意味で「80：20 の法則」や「パレートの法則」
などと呼ばれるが、ここでは 77.2% の資金が 20%
の構成員に集中しているので“80：20”に比較的近
い集中度となっている。
　しかし、研究資金を内部研究資金と外部研究資金
に分けた場合、両者の状況はかなり異なる。内部研究
資金の上位 20% の教員の資金割合は 70% であり、

“80：20”よりもかなり集中度が小さい。内部研究資金
は、経済活動などで典型的な資源配分よりも偏りが小
さい配分がなされていることが分かる。一方、外部研
究資金の上位 20% の教員の資金の割合は 85.4% で

あり、さらに、競争的資金の場合、その割合は 87.7%
にまで高くなり、経済活動などで典型的な“80：20”
より、かなり集中度が高いことが分かる。
　次に、内部研究資金と外部研究資金の関係について
考察する。Q3（第 3 四分位値）の金額を見ると、研
究資金全体では 160 万円であるのに対し、内部研究
資金は 50 万円、外部研究資金は 120 万円である。こ
のように、内部研究資金は上位 25％の位置でも 50
万円にすぎないことから、研究資金全体の金額が高い
教員ほど、外部資金を獲得している割合が高いと考え
られる。
　競争的資金については、2017 年度の一年間に競争
的資金を配分された教員は 42.0%（7 万人）であり、
これは“意外に多い”と見えるかもしれない。これに
ついて検討すると、まず、科学研究費補助金事業の採
択数（新規＋継続）は 2017 年度では 75,563 件で
あるが、これは大学教員以外に配分された分も含むた
め、その何割かが競争的資金を配分された大学教員で
あろう。例えば、半数とすれば 4 万人弱である。そし
て、当然、科学研究費助成事業以外の競争的資金制度
もあるため、競争的資金全体では、それよりも配分さ

図表 1　大学学部に所属する教員の研究資金の相対度数分布

図表 2　大学学部に所属する教員の研究資金全体／内部研究資金／外部研究資金の分布状況

注：各階級は、下限の値より大きく、上限の値以下を意味する。
　　（例：「0 → 50 万円」は「0 円超、50 万円以下」を意味する。）� 出典：参考文献・資料の 2）

注：二次利用申請により入手した文部科学省「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査 2018」の個票デー
タに基づき母集団推計（母集団サイズ：166,230 人）した結果を示している。
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れた教員数は多いはずである。このように考えると、
ここで示された 42.0%（7 万人）という数は、競争
的資金を配分された大学教員の割合・人数としては、
特に不自然な推計結果ではないと言える。

3.2　学問分野別の研究資金の分布
　大学教員の研究資金の分野による違いを見るため
に、図表 3 に学問分野別に研究資金の相対度数分布
を累積値で示した。この学問分野は、教員個人の専門
分野ではなく、教員が所属する学部・研究科の学問分
野であり、12 分野に分類されている。また、この図
表では、研究資金が 200 万円以下の教員（全教員の
80.9%）に限定して示している。
　図表 3 では、12 の学問分野は、研究資金額の分布
状況により、[A] 理学・工学・農学（3 分野）、[B] 保
健 - 医歯薬学（1 分野）、[C] 人文・社会科学やその他

（8 分野）、の３つのグループに分かれている。この
うち研究資金が少額の教員が最も少ないのは [A] 理
学・工学・農学である。すなわち、研究資金が 0 円
の教員は 1 割未満、研究資金が 100 万円以下の教員
は 4 割未満であり、他の 9 分野よりも小さい割合と
なっている。逆に、200 万円以上の研究資金を有し
ている教員が 4 割以上であり、高額の研究資金を有
する教員の割合が他の分野より大きいことが分かる。
　一方、保健 - 医歯薬学は、研究資金が 0 円の教員の
割合が 37.2% であり、12 分野の中で最も大きい。し
かし、保健 - 医歯薬学の相対累積度数の折れ線は、人
文・社会科学やその他の 8 分野よりも、むしろ理学・
工学・農学に近い傾きとなっている。保健 - 医歯薬学

は、研究資金が全くない教員の割合は最も大きいもの
の、研究資金を有している教員については、理学・工
学・農学（3 分野）に近い分布となっていることが分
かる。
　人文・社会科学やその他の 8 分野については、50
万円以下の教員が半数以上を占め、100 万円以下の
教員は 7 割以上、150 万円以下の教員は 8 割以上を
占めている。人文・社会科学の教員の研究資金が比較
的少額であることは周知のことであるが、その他の分
野、すなわち、医歯薬学以外の保健（看護学など）、
家政学、教育学、その他（各種の学際分野など）の教
員の研究資金が人文・社会科学と同程度であること
は、これまで明確に示されていなかったと思われる。
なお、看護・福祉系や各種の学際分野は、1990 年頃
から 30 年以上にわたって研究科・学部・学科の新
設や大学定員の拡大が続いた分野であり、これらの分
野の教員に配分される研究資金は少額であることが
分かる。

3.3　教員の職位による研究資金の違い
　図表 4 には、教員の職位別の研究資金分布を四分
位値で示した。ここでは、全分野だけでなく、元デー
タの 12 の学問分野を集約した 4 分野別にも示して
いる。
　職位による違いが最も大きいのは「医歯薬学」分野
である。教授については、第 1 四分位値と第 3 四分
位値が図表に示した全ての分野の中で最も大きく、中
央値に関しても「理工農学」に次いで大きい一方で、
助教に関しては中央値が 0 円であり、半数以上が研

図表 3　大学学部に所属する教員の研究資金の相対累積度数分布（200 万円まで）：学問分野別

出典：参考文献・資料の 2）
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究資金を有しておらず、講師に関しても第 1 四分位
値が 0 円であり、講師の 1/4 以上が研究資金を有し
ていない。
　「理工農学」も職位による違いが明確に表れてお
り、助教の方が講師よりも金額が大きいものの、教
授、准教授、講師については職位順に金額が大きく

なっている。
　一方、「人文・社会科学」と「その他」分野では、
職位による研究資金の違いは大きくない。また、いず
れの職位とも、第 1 四分位値は 25 万円未満、中央値
は 50 万円未満、第 3 四分位値は 100 万円未満に収
まっている。
　図表 4 の全体で特に目立つことは「医歯薬学」と

「理工農学」の教授の中央値が 200 万円を超え、第
3 四分位値については、「医歯薬学」では 720 万円、

「理工農学」では 547 万円と高額なことである。研
究資金上位 25% の人数は、「医歯薬学」では 2,000
人、「理工農学」では 4,600 人であり、これらの教授
は、それぞれ 720 万円以上と 547 万円以上という高
額の研究資金を有していることが分かる。

4. 教員個人レベルの研究資金と大学組織レ
ベルの研究資金のマクロ集計値での比較

　FTE 調査による大学教員の個人レベルの研究資金
データについて、前節まではミクロデータを分析した
が、ここでは、それを集計したマクロデータについ
て検討する。図表 5 に大学教員の個人レベルの研究
資金についてのマクロ集計値（総額の母集団推計値）
を示した。研究資金全体は 3,652 億円であるが、内
部研究資金は 772 億円、外部研究資金は 2,880 億円
である。組織レベルの研究開発費の場合、内部研究開
発費の方が外部から受け入れた研究開発費よりもは
るかに多額であるが、ここで示した個人レベルの研究
資金においては、外部研究資金の方がはるかに多い。
このことから、運営費交付金をはじめとする内部資金
は、主に組織レベルで使用され、教員個人に配分され
る部分は少ないと考えられる。
　次に、個人レベルの研究資金の総額を組織レベルの
研究開発費の総額と比較する（図表 6）。組織レベル
の研究開発費（総務省統計局「科学技術研究調査」の
データ）は、3 兆 865 億円である。これは、個人レ
ベルの研究資金の総額（3,652 億円）の 8.5 倍であ

図表 4　大学学部に所属する教員の研究資金の四分位値
（学問分野別×職位別）

注：元の調査データでは、教員の職位は 5 種類に区分されている
が、そのうち「助手」については人数が極めて少ないため、「助
手」を除いた４種類の職位について示した。

出典：参考文献・資料の 2）

図表 5　大学学部に所属する教員の個人レベルの研究資金の総額（母集団推計値）

注 1：文部科学省「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査 2018」の個票データ（二次利用申請に
よる）に基づき母集団推計（母集団サイズ：166,230 人）した結果を示している。

注 2：母集団推計値は標本誤差を伴うが、その目安となる達成精度（標準誤差率）は、「研究資金全体」で 4.1%
である。また、調査データには研究資金額の誤回答といった非標本誤差が含まれる可能性がある。
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り、両者は大幅に異なる。このことから、研究開発統
計上の研究開発の大部分は、組織レベルで使用され、
教員個人に配分される（あるいは研究者個人に届く）
のは、ごく一部であると考えられる。

5. 内閣府による国立大学の研究活動費デー
タとの比較による考察

　ここでは、内閣府が収集・整備した国立大学等の研
究活動費のデータを、前節で示した FTE 調査による
研究資金データのマクロ集計値と比較する。ここで用
いる内閣府のデータは、国立大学と大学共同利用機関
法人の研究者の予算執行額データであり、人件費（年
収）は含んでいない研究活動費であると説明されてい
る6）。これは予算執行額のデータであることから、組
織レベルの資金も含まれている可能性があるが、基本
的には個人レベルの研究資金データと考えられる。
　図表 7 に、内閣府のデータの基本的な集計表を示
した。それによると、2018 年度における国立大学と
大学共同利用機関による予算執行額の合計は 4,249
億円である。これは、図表 5 に示した 2017 年度に
おける国立大学の研究資金の推計額 2,180 億円と比
べて約 2 倍であるが、図表 6 での比較のような大き
な差異（8.5 倍）ではなく、また、4,249 億円の方に
は大学共同利用機関の予算執行額が含まれているこ
とから、両者は異なる方法で別々に実施した調査の
データとしては、ある程度近い金額であるという見方
もできる。
　図表 7 の財源別の内訳を見ると、「運営費交付金
等」を財源とした予算執行額は 792 億円であり、政
府から公表されている国立大学運営費交付金の総額

（2018 年度で 1 兆 2,214 億円）の 15 分の 1 以下
という小さい金額となっている。これは、図表 7 の
データには人件費（年収）が含まれていないことが主
な要因である可能性が高い。また、「科研費」が 918

億円、「その他の競争的資金」が 1,286 億円であり、
「運営費交付金等」よりもかなり大きい金額となって
おり、これらの競争的資金は、研究者個人レベルの研
究活動においては、「運営費交付金等」よりも重要な
財源となっていることが分かる。
　次に、内部資金と外部資金のそれぞれについて、内
閣府データ（図表 7）と FTE 調査データ（図表 5）を
比較する。まず、内部資金と考えられる内閣府データ
の「運営費交付金等」（792 億円）を FTE 調査デー
タの国立大学の「内部資金」（236 億円）と比較する
と、3 倍以上と大きな違いがある。
　一方、内閣府データの外部資金と考えられる部分

（「運営費交付金等」以外の合計）は 3,456 億円であ
るが、これは FTE 調査データの国立大学の「外部資
金」（1,943 億円）の 1.8 倍となっており、内部資金
よりも両データの差異は小さくなっている。また、内
閣府データの競争的資金（「科研費」と「その他の競
争的資金」の合計の 2,204 億円）は、FTE 調査デー
タの国立大学の「競争的資金」（1,557 億円）の 1.4
倍であり、かなり近い金額となっている。

図表 6　大学学部の組織レベルの研究開発費と教員の個人レベルの研究資金との比較

注：大学学部の組織レベルの研究開発費は総務省統計局「2018 年科学技術研究調査」5）による
	 出典：参考文献・資料の 4）

図表 7　国立大学法人と大学共同利用機関法人の
予算執行額の財源別内訳

注：国立大学法人（85 機関；研究者 67,570 人）と大学共同利
用機関法人（4 機関研究者 1,805 人）の 2018 年度の予算
執行額であり、「人件費（年収）」は含んでいない。

出典：参考文献・資料の 6) 及び内閣府の web サイトで提供され
ているデータに基づき筆者作成。
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　以上より、外部資金や競争的資金については、内閣
府データと FTE 調査データの違いはそれほど大きく
はないことが確認できた。これらのデータは国立大学
における研究者の個人レベルの外部資金についての
実態をある程度よく表していると考えられる。一方、
内部資金に関しては、両データの違いが大きいが、こ
れは、内閣府データには、研究者個人レベルの予算執
行額だけではなく、組織レベルの予算執行額が含ま
れていることによる可能性がある。ただし、FTE 調
査データの 3 倍以上である内閣府データ（792 億円）
についても、組織レベルの研究開発費のマクロデータ

（1 兆 298 億円注 4）に比べてはるかに少額であるこ
とから、大学全体についての組織レベルの研究開発費
のうち、教員や研究者に配分される研究資金はごく一
部であるという解釈はここでも支持されると考えら
れる。

6. まとめと考察
　本稿では、大学教員の個人レベルの研究資金デー
タを分析し、2017 年度において日本の大学の学部
所属教員の 2 割強が研究資金を全く有していなかっ
たことや、60 万円を超える研究資金を使用した教員
は全体の半数以下であることなどを明らかにした。
一方、研究資金が 500 万円以上の教員が全教員の
8.9%（1 万 5 千人）であるなど、高額の研究資金を
得た教員の状況も示した。また、内部研究資金につい
ては、50 万円を超える金額を配分された教員は全体
の 25% 以下であるなど、多くの教員の内部研究資金
が少額であることも示した。さらに、競争的資金を配

分された教員は全教員の 42.0%（7 万人）という結
果も得られた。
　このような個人レベルの研究資金の日本全体につ
いての総額の推計値は 3,652 億円であった。これは、
統計で報告されている大学の研究開発費（3.1 兆円）
の 14% に過ぎず、統計上の研究開発費の大部分は組
織レベルで使用され、研究者個人に配分されるのは一
部にすぎないことを示している。また、この総額の内
訳を見ると、外部研究資金が内部研究資金よりもはる
かに大きな割合を占めており、教員個人レベルの研究
は、競争的資金をはじめとする外部研究資金に強く依
存していることが分かる。
　これらの結果は、統計上の研究開発費の解釈や活用
方法について強い注意を喚起する。例えば、統計上の
研究開発費を研究者数で除した「研究者一人当たりの
研究開発費（の平均値）」は、研究者個人が現場レベ
ルで使用する研究資金額とは大幅に異なる組織レベ
ルの研究開発費の金額を、形式的に研究者一人に当て
はめようとする計算方法であることを示唆している。
また、このような平均値による指標は、研究者個人レ
ベルの研究資金分布において極端に金額の大きいご
く一部の研究者の影響を強くうけるため、大部分の研
究者の状況からかけ離れていることも分かる。
　以上のとおり、研究者個人レベルの研究資金データ
は、我が国の研究費の配分状況を分析するうえで有用
なデータであることを示した。今後、5 節で取り上げ
た内閣府の調査データも含め、個人レベルでの研究資
金等のデータの収集・整備と分析が進むことが期待
される。
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